平成28年度第１回  静岡市障害者自立支援協議会　会議録
１　日　時　　　平成28年７月25日（月）　午後１時30分から午後４時00分まで

２　会　場　　　静岡市葵区追手町５番１号　静岡市役所　本館３階　第１委員会室
３　出席者　　　

委　　　　　員  江原勝幸委員/会長、鈴木眞知子委員、畠山直史委員、山本忠広委員、望月晃次委員、長谷川浩志委員、檜垣智郎委員、望月融委員、岡庭隆門委員、松本仁美委員、中村文久委員、佐野可代子委員、松井和泉委員

事　  務　 局　 田形局次長兼福祉部長、吉永障害者福祉課長、村松地域リハビリテーション推進センター所長、荒田児童相談所長、藤田精神保健福祉課長、梶山商業労政課雇用労働政策担当課長、前島葵福祉事務所障害者支援　課長、松田駿河福祉事務所障害者支援課長、森井清水福祉事務所障害者支援課長、糠谷学校教育課長補佐
相談支援事業所　静岡市障害者相談支援推進センター、障害者生活支援センター城東、サポートセンターコンパス北斗、静岡市支援センターなごやか、アグネス静岡、ひまわり事業団ピアサポートセンター、静岡医療福祉センター児童部地域支援・相談室「やさしい街に」、地域生活支援センターおさだ、清水障害者サポートセンターそら、障害者相談支援センターわだつみ、はーとぱる
４　傍 聴 者　　４名
５　議　　題　

（１）平成27年度　障害者等相談支援事業について
（２）平成27年度　障がい者虐待防止対策支援事業について
（３）平成27年度及び平成28年度専門部会の活動について

６　提案及び報告事項
（１）平成28年度に取り組む各区のテーマについて

（２）委員提案事項

（３）地域生活支援拠点等について

（４）障害者差別解消支援地域協議会の設置に向けて
７　会議内容

（１）開　会

（２）福祉部長挨拶　【挨拶の後、事務局を紹介】
（３）会議の成立確認

（４）会議公開・非公開の了承
（５）議事１  平成27年度 障害者等相談支援事業について
〇江原会長　　それでは、まず平成27年度 障害者等相談支援事業について説明願います。
【障害者福祉課　渡邊主幹兼係長より説明】
〇江原会長　　ただいまの報告に対しまして、何か質問・ご意見等がございましたら、ご発言をお願いします。平成27年度の相談支援事業についての報告でした。いかがでしょうか。
○中村委員　　２ページのところで相談実人数、１人当たりの相談回数のところで※の注意書きとして、精神障害者相談支援事業所については、静岡市支援センターなごやかの数値のみとなっているが、他の事業所は集計をしていないということでしょうか。何か理由があるのでしょうか。
○藤田精神保健福祉課長

平成26年度までは相談実人数の数値をカウントしておらず、平成27年度以降にこの数値を取り始めたため、数値の比較ができないという状況になっています。

○中村委員　　比較できるデータが27年度のみということでしょうか。
○藤田課長　　なごやかさん以外の２事業所は相談実人数の数値を25・26年度の段階ではとれていなかったということです。
○中村委員　　25・26年度はなごやかさんのみで、27年度は３事業所入っているということでしょうか。

○藤田課長　　はい、そうです。

○松本委員　　今の件ですが、３事業所が入って相談件数が増加ということなのでしょうか。増加の分析についてはされていますか。
○渡邊障害者福祉課主幹兼係長
相談実人数の推移については、精神相談支援事業所はなごやかさんのみの数値となっております。いずれの年度も２事業所の数値は入っておりません。

　　　　　　　実人数が増えた分析というところまでは、ここではできておりません。

○鈴木委員　　先ほどの話だと、27年度が増えているということは、他（２事業所）も増えているからということですよね。だけど、今福祉課の話を聞いた通り、27年度も入っていないということで、それで、増えた分析をしていないということですよね。そうすると、最初の話にあった、27年度から相談件数を含めたというのは間違いだったということでよいですか。

○事 務 局　　先ほどの精神保健福祉課の話のとおりで平成26年度まではなごやかさん以外の２事業所はデータをとっていなかったということですので、この３年間の数値の伸びを比較するために、平成27年度の数値に関してもなごやかさん以外の２事業所のデータも除いています。

○中村委員　　数値は取っているけど、データ上は載せていないということですよね。それでは平成27年度の２事業所の実績はどこかに掲載していますか。

○事 務 局　　資料中には掲載はなく、あいにく本日は実績のわかるものを持ち合わせておりませんので、改めてご報告します。

○望月委員　　今、行政の方からの説明はお話をお伺いしたのですが、実際にやられている相談支援事業所の方たちは、議題として挙がっているので、現場としてどう感じられているのか、「予算が少ないから人を増やしてほしいが人が増えない」とか、「件数をこなしているのにすごく大変で計画相談も入ってきていて、困難な人たちが浮き彫りになって、相談の内容が難しくなって」といった声を聴かせていただいて、議題として、何を検討するのかを示していただかないと、報告で終わってしまうので、これを受けて、何をここで話しあってほしいことがあるのであれば示してほしいです。
○江原会長　　指摘がありましたが、いかがでしょうか。行政からデータが示され、分析、課題が抜粋されておりますので、ここでの議題では、事業について特に検討するものが具体化されていないので、報告を聞いて、という形にはなってしまうかと思いますが、望月委員が言われるように、検討することについて、議題としてあげていくということがよいのかなとは思いますので、今後の課題として、とりあげていただいてよろしいでしょうか。
複雑化・多様化しており、事業所・支援者の大変さが伝わってくるのですが、具体的に何をどうしていくのかは本来きちんと協議すべきところかと思いますので、今後議題の取り上げ方についても検討をしていただきたいと思います。
（６）議事２  平成27年度　障がい者虐待防止対策支援事業について
〇江原会長　　次に、平成27年度　障がい者虐待防止対策支援事業につきまして、事務局から説明をお願いします。
【渡邊障害者福祉課主幹兼係長より説明】
〇江原会長　　ただいまの報告に対し何か質問等がございましたら、ご発言をお願いします。
○佐野委員　　養護者からの虐待が突出して高いということでしたけど、分析的には虐待についての理解・認識が低いということで、そういうこともあると思いますが、養護者の高齢化や社会的な孤立といった様々な要因でストレスが解消できず、虐待を起こしてしまうということも考えられると思います。虐待の芽を摘むためにも養護者の支援をする必要ではないかという分析結果があってもよいのではないかと思いました。

○鈴木委員　　３年が経過して、虐待防止法という、「防止をする」という意味で少しずつ成果が上がっている、それまでは虐待があってもどこに通報したらよいのかも分からなかった状況で、虐待防止法ができてずいぶん変わってきたなと感じています。そのなかで継続して解決していないことも重要な問題であると思います。簡単に後見人をつけて解決しちゃったというケースや誰が本当に虐待をしたのかわからないまま、コア会議を開いて、当事者に話を聞いて、これは虐待ではないという判断するのが、危険な時もあるのかなと思うこともあります。

○佐野委員　　鈴木委員のおっしゃる虐待の判断について、不安定さがあるということについてはそうだと思いますし、この数字から見ると、認定されていない件数のなかに問題が隠されていなかったのかなと。ではなぜ認定されなかったのか、単にこれは大丈夫だと判断できたのかということと、強制力は行政にどれくらいあるのか、どこが強制力を持っているのかが疑問なんですが、わかれば教えてください。

　　　　　　　県の方では条例を作っているようですので、条例をつくることも必要かと思いますので、条例の中でしっかりした規定を設けていくということも必要かと思います。
○江原会長　　家庭の虐待に関しては、行政が責任をもって、と認識しておりますが、補足があればお願いいたします。
○畠山委員　　４ページの１番下の分離を行ったケースは３件のうち１件は措置入所等契約による福祉サービスの利用となっていますが、措置を行ったケースは１件なんですかね。具体的な内容を教えていただきたいです。

　　　　　　　５ページのところで継続件数ですが、このうち３年間続いているケースは何件あるのか、長期化しているケースをどのようにして終結会議で具体的に対応していただけるのか、今お考えがあるのであれば教えてほしいです。
○江原会長　　質問が２点あって、分離の状況についてと、長期の継続ケースの対応についてですが、いかがでしょうか。
○渡邊障害者福祉課主幹兼係長
　　すみません、畠山委員の措置入所の件数、長期継続のケースの件数については、改めてご報告させていただきます。
○鈴木委員　　３件のうち、２件が措置入所等契約ということは短期入所で契約をして、虐待を受けた人を、本来その人が望む生活ではないが、短期入所で対応して世帯分離としているということで、この２件は、これは措置ではないのでしょうか。
○江原会長　　ということでよろしいでしょうか。
○渡邊障害者福祉課主幹兼係長
　　整理して改めて回答させていただきます。
○江原会長　　分かるような形で委員の皆様にお示しください。他にいかがでしょうか。
○望月委員　　これもそうだが、障がい者虐待防止対策支援事業について、静岡市としての課題がどこにあるのか、自立支援協議会の場で何を協議してほしいのかを示してほしいです。虐待が継続している人たちをどうしていくのかを具体的に話すことが必要ではないかと思いますし、対処したことについて、こうしてよかった、こうすればよかったという分析が必要だと思いますので、報告だけではなく、分析をして課題を出していただければと思います。
○江原委員長　具体的な分析に基づいた提案を検討していただければと思います。今後も考えながら進めていただければと思います。
○望月委員　　それと虐待防止講演会についてですが、これについてはおそらく経済的虐待をしている・受けている人についての支援策として開いたと思いますが、そればかりでなく、暴力的な事や経済的以外の虐待についての支援も必要だと思うので、静岡市としてどのような啓発や勉強会が必要かなどを考えるべきで、県では虐待防止の研修会を開催していますので、市としてもやっていくべきことを考えていく必要だと思います。
○江原委員　　ありがとうございます。啓発についてのご意見でした。他にいかがでしょうか。
○鈴木委員　　今、望月委員から意見がありましたが、自立支援協議会の中の専門部会で検討して課題を解決するという流れにはなっています。法が施行して４年目になりますが、３年の中で本当に困難な虐待のケースの話をしたりとか、こんな課題がある、ということについては26・27年度に（専門部会に）出しているとは思います。
○江原委員　　部会についての報告ものちほどありますが、分析をしてはいるようですが十分にはできていないということでした。私も虐待防止部会のメンバーなので、取り組みについては理解しておりますが、委員の中では共通化していないようですね。他に質問はありますでしょうか。
（７）議事３  平成27年度及び平成28年度　専門部会の活動について
〇江原会長　　次に、平成27年度及び平成28年度　専門部会の活動につきまして、説明をいただきたいと思います。なお、こちらにつきましては、各部会に所属の委員からご説明をお願いいたします。まず、就労支援部会から中村委員お願いいたします。

　　　　　　【就労支援部会の活動報告　中村委員より説明】
○江原会長　　ありがとうございました。ワークショップの様子が写真に載っております。他に委員の方で補足等はございますか。また、これについてご意見・ご質問等はありますでしょうか。
ゆうやけ相談会（仮）も今後再度検討するということと、グループワークで、企業・事業者・障がい者の視点が見えてきて、こちらについても再度検討するということです。
　　　　　　　つづいて、相談支援事業者評価部会について、事務局から報告をお願いいたします。

　　　　　　【相談支援事業者評価部会　障害者福祉課渡邊主幹兼係長より説明】

○江原会長　　ありがとうございました。他に委員の方から補足等はございますか。また、ご意見・ご質問等はありますでしょうか。
　　　　　　　自己評価は今後毎年11箇所実施するということと、変えたところは（利用者評価については）グループに分けて、今回は重心相談支援事業所１箇所精神相談支援事業所３箇所という形で、毎年グループごとに実施していくことを検討しているという報告でした。
　　　　　　　つづいて、権利擁護・虐待防止部会について、鈴木委員から報告をお願いいたします。

　　　　　　【権利擁護・虐待防止部会　鈴木委員より説明】

○江原会長　　ありがとうございます。他に委員の方から補足はございますか。また、ご意見・ご質問はありますでしょうか。

○長谷川委員　ここの部会なのか地域生活支援部会なのか、的外れだったら申し訳ないのですが、触法の方の対応に関して、ここのところ案件が増えているのでどこかの専門部会のなかで議題としてあげられるのか、それとも別途部会などをつくるのか、お聞かせいただきたいと思います。

○堀越静岡市障害者相談支援推進センター相談員
　　　触法の事例につきましては、自立支援協議会の特定の専門部会が開設されるというところまではいっていないと思いますが、困難事例ですので様々な団体と協議を進めていかなければならないと思っています。実態としては、静岡県の中でトラブルシューター研究会ですとか、障害者協会が昨年、一昨年開催しました、触法等特別な支援を必要とする人の研究会ということで、年に１回か２回の開催ですが、そうしたところでネットワークづくりを進めています。それから、静岡地検には社会福祉アドバイザーが常勤で配置されましたので、捕まって間もない人や裁判を受けて執行猶予となった人は、社会福祉アドバイザーがネットワークを使いながらお互い協力して支援をしているところであります。ただ、いずれにしてもネットワークの構築は必要だと思いますので、ぜひ一度関係団体で集まって協議を進めていただければと思います。
○江原会長　　ということですので、関係団体を集めての協議をお願いいたします。

○望月委員　　権利擁護について、後見人をやられる方がいっぱいいっぱいになっている状態です。浜松市では市民後見をやり始めているところもあるようなので、静岡市もそろそろ（市民後見を）考えていかなければいけないのではないか、ということと法人後見もきちんとやっていただかないと、私も後見人、社会福祉士としてやっているのですが、なかなか個人でやり続けていくのもなかなか負担があって、自分が何かあった時にどうなるのだろうと常々考えながらやっているので、権利擁護の部分について、市民後見を部会の中で考えてほしいです。

あと、社会福祉協議会で法人後見ができる体制をとっていただくのが１番だと考えていますので、部会で検討してほしいです。

○渡邊障害者福祉課主幹兼係長

　　現状についてご説明させていただきます。市民後見制度については福祉総務課を中心にして、高齢者福祉課、障害者福祉課、精神保健福祉課等が一緒にどのような形を市としてとってやっていくのかを検討部会を設けて昨年度末から検討しているところですので、動きがあればまた改めてご報告させていただきたいと思います。

○江原会長　　ありがとうございました。現在検討中とのご報告でしたが、ニーズが増えているようですので、より迅速に対応していく必要があることと、法人後見についても同時に進めていく必要があるのかと思いました。ありがとうございました。
○佐野委員　　先ほどの資料２のところで、被虐待者の年齢について、幼児期から学齢期の実績はないとなっていますが、実はこの年齢層は虐待を受けやすくて、この部会に学校関係の方も入っていただいて数字を取ることも必要ではないかと思います。
それともう１つなのですが、当事者が部会に入るということは難しいでしょうか。部会に入らなくても当事者からの意見が聞けるといいと思います。
○鈴木委員　　コア会議だと当事者に入ってもらうこともあります。経済的虐待だとご両親を呼んで話を聞かないと平等ではないので。（一方の意見で）虐待か否かを決めつけるのは、もしかしたら違う可能性もあるので、当事者も入れて、行政に判断してもらう、というようになるべくガラス張りにして会議をした方が良いと思います。

○江原会長　　部会に関しても、必要に応じてそうした対応もできるかと思います。

　　　　　　　つづいて、地域生活支援部会についてですが、「行動に課題のある人への対応」について説明をいただきたいと思います。

【行動に課題のある人への対応　静岡市障害者相談支援推進センター堀越氏より説明】

○江原会長　　ありがとうございます。他に委員の方から補足はございますか。また、ご意見・ご質問はありますでしょうか。

　　　　　　　つづいて、「ヘルパー不足への対応」について、山本委員からお願いいたします。

【ヘルパー不足への対応　山本委員より説明】

○江原会長　　ありがとうございました。他に委員の方から補足はございますか。また、ご意見・ご質問はありますでしょうか。

　　　　　　　介護職全体の不足といったところで、ヘルパーも深刻な状況ということで、今後課題を整理して対応していくということでした。
　　　　　　　よろしいでしょうか。各専門部会についてご報告をいただきました。

（８）報告及び提案事項１ 平成28年度に取り組む各区のテーマについて
〇江原会長　　次に、平成28年度に取り組む各区のテーマつきまして、説明をいただきたいと思います。

【葵区のテーマ　障害者生活支援センター城東望月相談員より説明】

○江原会長　　ありがとうございます。続きまして駿河区からご説明をお願いいたします。
【駿河区のテーマ　ピアサポート李相談員より説明】
○江原会長　　ありがとうございます。続きまして清水区からご説明をお願いいたします。
【清水区のテーマ　障害者相談支援センターわだつみ鈴木相談員より説明】
○江原会長　　　ありがとうございました。各区のテーマについて取り組みの状況などをご報告いただきました。どれも深刻というか、取り組まなければいけない課題かと思うのですが、これについて、ご意見・ご質問はありますでしょうか。

○望月委員　　葵区の訪問入浴サービスについての課題ですが、行政の話し合いをされたのかということと、清水区でも前にこの課題を挙げたと思いますが、清水区との調整はしたのでしょうか。

　　　　　　　実際、何で１回しか利用ができないのかということがなかなか見えてこなくて、それが、静岡市としての考えがベースにあって、こうしたら変えられる、というような話し合いをしたのかを確認をしたかったのと、静岡市全域では利用数はどれくらいいて、予算はどれくらいかかっていて、といったことも見ていただければ良いかと思いました。

　　　　　　　駿河区（のテーマ）については、19歳以降の手帳取得困難な人の対応が静岡市以外の県内、県外でどうなっているかということもあるので、静岡市の中でＩＱが療育手帳対象で、18歳までの状況を聞き取り・把握ができない人に対してはどうしていくがよいのか、ということがわかればよいと思います。
　　　　　　　清水区（のテーマ）については、本当のニーズがどこにあるのかをもう少しきちっと１件１件調べる必要があると思っていて、本当に短期入所が必要なのか、短期入所ではないところでどんなサービスが必要なのか、放課後等デイサービスを利用したいけれど利用できない理由が何なのか、知的障がいのある方で自閉的傾向がある人に事業所としてどうしてあげるのがいいのかといったこと（を把握すること）も必要だし、本当のニーズという点で、ご本人さんのニーズが本当は違うのだけれど、親御さんが働きたいから放課後の支援なのか、ヘルパーもつけるのか、短期入所も入れるのか、といったこともきちっと分析していただくことが必要なのかなと思いました。

○江原会長　　各区の取り組みについてのご意見もありましたけど、葵区の訪問入浴サービスについては、質問がありました。訪問入浴サービスについての訪問入浴についての行政との関わりや清水区との調整についてはいかがでしょうか。
○障害者生活支援センター城東望月相談員

　葵区の訪問入浴については、清水区から数年前にテーマとして挙げられていたということで、今年度に何らかの改変があるというつもりでいたのですが、進捗状況について平成28年度第１回の葵区の事務局会議の開催前に市の方に質問を投げかけたところ、何らかの改変を予定している旨の話をいただけたが、具体的には考えていなかったということだったので、葵区事務局としても行政と一緒に考えていくことによって、よりよいサービス改変が平成29年度からできるのではないかと考え、より具体的に考えていくために、この課題について一緒に取り組むこととしました。
　　　　　　　清水区との関わりという点では、各相談員の日常的な会話の中では意見交換が多少されていました。そのなかで、清水区では平成29年度に訪問入浴サービスについて何らかの改変があるという心積りでいたということでしたが、葵区の調査によると必ずしも平成29年度の改変が必ずしもあるわけではないということを（清水区に）話しましたら、（清水区では）存じ上げていなかったようなので、葵区としても課題を緊急的に取り組んで行政の改変のサポートをするようなことができないかと考え、この課題に取り組むこととしました。

○渡邊障害者福祉課主幹兼係長
　　補足をさせていただきます。静岡市としても昨年度、アンケートを利用者の方に行いまして、集計をして利用者の声を拾ったというところです。それと、契約については１者で実施していますが、庁内で複数者を選択しているような高齢者の配食サービスなどの事業があるものですから、どういう風に技術的な手続きをするのかということは昨年度調べたところですが、（訪問入浴サービスについても）具体的に複数者で実施というところまではいかなかったというところで、28年度当初に葵区の事務局会議で課題が上がった際にはご説明をさせていただいて、それ以降葵区の連絡調整会議で訪問入浴サービスの改変について話をさせていただくなかでは、担当者も含めまして、葵区の方々の意見を聞いたりして改変の作業を進めているところでございます。そうした意見を反映した要綱の改正や制度の改変を検討しております。
○江原会長　　ありがとうございました。要綱の改正等で対応するとのことでした。
○松本委員　　駿河区の療育手帳のことについて、19歳以降で手帳をとるということはあまり聞かないパターンで驚いたのですが、これについては学校に調べればわかることではないかと思います。学校の書類（の保存期間）は５年ですが、在籍したという記録はあるので探して頂ければいいと思います。

　　　　　　　そのまえに、特別支援学校では高等部に入った時点で軽度のお子さんは療育手帳を持たれていない方が多くおりまして、就労に結びつけるために重度判定をする合間を縫いながら、療育手帳の取得については、学校においてすすめていると思います。その中で、障がい者枠で就労していくというパターンが多いと思うのですが、手帳の取得のために過去にさかのぼってまで必要なのかがわからなくて、その中の必要な書類として「医師の診断書」とあるので、（支援の）必要な人だということは分かると思うのですが、それでも過去の（在学の）履歴が必要なのかということについては考えていかなければいけないのかなと思います。初めて聞いたパターンなので疑問に思いました。
　　　　　　　それから、各区のテーマについてお聞かせいただいたのですが、入浴サービスや福祉サービスなどいろいろと話題に上がってきていますけれども、冒頭でも望月委員がおっしゃっていたように、行う目的やサービスを受けることによって何が改善されてきたのかということや生活の質が上がったのかといったことを検討していかなければ、この会議が有効だとはいえないと思います。こうして見ていくと、知的障がいや重度の方の例が挙がっていますけれども、聴覚障害者や視覚障害者の方もすごく困られているということを視覚や聴覚の特別支援学校の先生から聞いておりますので、そうしたところもぜひ調査をして分析をしていただけるとありがたいです。

○望月委員　　松本委員の発言についてですが、特別支援学校に在籍している方の手帳取得は先生たちの目もあってサポートできると思いますけど、30代や40代の方などでこれまで普通学級のなかで紛れて生活できていた人たちのことを駿河区の案件では取り上げていると思います。そうした、漏れてしまった人をどうしていくのかという課題だと思います。
自分たちの関わりの中でも30代や40代の人で手帳を持っていない人が往々にして出て来ていて、こうした人たちに福祉サービスをつけようと思ったときに、18歳までの生活状況は親御さんがいないからわからないという人がいっぱいいて、そういう人たちのことをどうサポートしていこうかな、手帳を取得していくためにはどうしていこうかな、ということなのかなと思います。
○松本委員　　わかりました。私の経験の中で、生徒の保護者の方で気になる方で療育手帳を持っていない方がいたりするので、そういった方の事だと感じました。

○江原会長　　ありがとうございました。各区の取り組みについて、市と協働しながら解決に向けて取り組んでいただきたいと思います。
（９）報告及び提案事項２ 委員提案事項について
〇江原会長　　次に、委員提案事項につきまして、事前の調査により３件の提案がございました。

まずは提案事項①について岡庭委員からお願いしたいと思います。

【提案事項①　岡庭委員より説明】

〇江原会長　　ありがとうございました。精神障害者の地域移行についての部会の提案でした。
続きまして、提案事項②について長谷川委員より説明をお願いしたいと思います。

【提案事項②　長谷川委員より説明】

〇江原会長　　ありがとうございました。

続きまして、提案事項③について佐野委員より説明をお願いしたいと思います。
【提案事項③　佐野委員より説明】

〇江原会長　　ありがとうございました。ただいま３名の委員から提案がありましたので

順に審議してまいりたいと思います。

　まず、提案事項①について、事務局から補足はございますか。

○藤田精神保健福祉課長
　　ただいま岡庭委員から提案がありましたとおり、本市の障がい者計画、障がい福祉計画の中で、退院率の向上、長期入院患者の減少を掲げておりますけれども、まだまだ長期入院者の取り組みは今後の課題だと思っています。そうした中で平成27年度からは精神障がい者の地域移行の推進の取り組みをしてきておりまして、具体的には昨年度からは精神障がい者の方の地域生活への移行と安定した地域生活を確保するということで、各区の相談支援事業所３箇所に退院支援専門職員を１人ずつ配置しまして、退院に向けた準備段階からの相談や医療関係者等との連絡調整を担っていただく、こうした事業を行っております。また、医療と保育士と行政がつながる場として、配置した専任職員と医療機関の精神保健福祉士と看護師等の職員、基幹相談センターや相談支援事業所の職員、行政の職員が参加します、退院支援連絡会というものを作りまして、月１回各参加者が事例を出して関わることで、精神障害者の方の地域移行の問題を抽出し、社会資源の有効利用等を共有する場として取り組んでおります。
相談支援連絡会の活動を専門部会の中に取り込んで作業部会的な役割と位置づけしていただくこともできますし、こうした取り組みの進行管理や明らかになった課題を市の施策につなげるための専門部会は必要ではないかと考えています。
○江原会長　　市の方も必要性を認識して望んでいるようですね。
○望月委員　　精神の方の地域移行支援部会は大切だと思ったので、やっていく方向で考えていただければいいと思ったのですが、知的障がいのある方の地域移行も大切でこれについても考えていただきたいというのがあります。県・市以外の施設にいる行動障がいのある人が静岡に戻るのが難しい、受け入れる施設がないという方などもいらっしゃるので、そうした方々も含めて入所施設から地域に帰るであるとか、在宅で生活している人たちが親元を離れてグループホームに入る、一人暮らしをするところを支える、とか、そこにいくまでの支援のプログラムについても考えていかなければならないと思っているので、精神の方の地域移行支援部会も必要だと思いますし、知的に障がいのある方に対しての地域移行支援部会も大切な事だと思いますので、併せて考えていただきたいと思います。

　　　　　　　身体障がいの方も一人暮らしをしていくなかでハードルがあるといったこともあるので、各障害種別に応じて地域移行支援部会を作っていただけるとありがたいと思いました。

○鈴木委員　　地域移行支援部会というのは、精神の方であったり、知的の方であったり、様々な課題がここにあると思います。まず、地域移行するのに、住まいはどうするのか、住まいを探すには保証人も要る、といった問題も出てきます。それから、ヘルパーの不足、地域移行をするのにヘルパーの力を借りなければ生活ができない、岡庭委員がおっしゃったように入院先から地域移行する場合には訪問看護などとても手厚くしなければ、失敗したらまた戻らなければならないという問題にもつながります。
岡庭委員と私も地域移行させた経験があって、あの時も２年くらいかかってやっと地域に移行して。その際も、病院の協力がすごく必要で、訪問看護の人、薬局の方などいろんな方が関わってやっとできたということがありました。地域移行をするにあたっては住まいの問題、ヘルパーの問題、あらゆる課題があって、単に地域移行というと簡単に思われますが、年数をかけてやっと部会として活動していけるんじゃないかなと。精神の方も知的の方も身体の方も共通する部分も沢山あるので、全障がいの地域移行の部会にしてもいいのかなと思います。

○江原会長　　提案とすれば精神障がい者の地域移行の部会ということでしたが、望月委員からは他の障がいの部会も作るという提案がありましたが、他の委員はいかがでしょうか。
○岡庭委員　　ありがとうございます。決して精神の方だけで他を除外するということではなく、鈴木委員がおっしゃったように、今いる所が自分のすみかではないけど、色んな状況で（今の場所に）はまってしまっている人といった、課題を抱えた精神の方が事実としては多い、という意識です。

ですから、精神に限定した話ではなくて、共通する課題も大変多いかと思いますし、どんな障がいを持った方も必要以上に制度に縛られるのではなくて、退院したいと思った時に、地域に帰りたいと思った時に、帰れるようなしかけを検討していければよろしいかと意識しております。
○佐野委員　　この問題は、地域生活支援拠点の整備の中で考えていった方が良いのではないかと思います。国で言われている地域生活支援拠点にこだわるのではなくて、静岡市として地域生活支援拠点をどうしていくというなかにこういった問題を取り込みながら。

拠点の事業の中で、本人たちのなかには、地域移行したくない人も沢山います。本人がどう過ごしていきたいかということを確認しながら、地域生活支援拠点事業の中でそれをどうしていくのか、考えていくといろんなことが必要だが、１つの事業所ではできないし、行政だけで補う訳でもないし、つながっていかなければできないし、財政的な余裕があるわけでもないので、地域生活支援拠点事業の事を考えると、本当に時間をかけて深くやっていかないと困るなと考えております。地域生活支援拠点がスタートするならそこで考えていきたいと私は思います。
○江原委員　　ありがとうございました。ご意見はいろいろありましたけど、地域移行支援部会について、当面の目標としては精神障がい者の退院支援という課題を挙げていただいて、その後、施設の退所を目指した地域移行についての部会の設置についてここで諮りたいと思います。障害者の自立支援協議会設置要綱第７条において、この会議に諮って定めることとなっておりますので皆様にお諮りしたいと思います。

　　　　　　　目的は、精神障がい者の地域移行でしたが、さらにご意見があって、（各障がいで）共通課題もあるので、それも含めた地域移行部会の設置ということで諮りたいと思います。構成員につきましては、岡庭委員をはじめ、このほかに関係機関があれば参加をしていただき、事務局において調整をしていただき、構成員につきましては私に一任していただき、部会を設置するということでよろしいでしょうか。
　　　　　　　それでは異議なしということですので、地域移行支援部会、仮称ですが、設置を認めたいと思います。今後の協議、検討をよろしくお願いいたします。
○江原委員　　続いて、提案事項②の長谷川委員からの提案ですが、これについて事務局からの補足、ご意見等はありますか。
○長田障害者福祉課主幹兼係長
　　長谷川委員からの提案事項についてですが、その前に、今の放課後等デイサービスの事業所の状況を説明したいと思います。平成26年度末には35の事業所がございました。平成27年度末に50事業所、平成28年７月１日現在で57事業所と、平成28年度に入り、７つの事業所は指定を受けています。新聞においても「障がいの特性を理解していない」「十分なサービスを行っていない例が増えているのではないか」という指摘もあります。そこで、今後どのような形で事業所へ指導などの対応をするか、ということですが、秋口から実地指導がございますので、各事業所で行われる支援の質の向上策や支援内容を確認し、必要に応じ指導をしてまいります。また、実地指導後にも集団指導がありますので、実地指導で我々の指導内容についても説明を行い、支援の質の向上及び支援内容の適正化に努めていく考えです。

　　　　　　　先ほどの長谷川委員の提案にあるように、教育委員会が設置する、特別支援連携会議には、当課が事務局の庶務協力として参加しておりますので、こうした場を借りて、情報交換をしながら、学校と事業所間のつながりができないか、学校教育課に協力を働き掛けていきたいと考えています。

○望月委員　　うちも放課後等デイサービスを実施していますが、最近計画相談が入り始めてケース会議や担当者会議が数多く開かれているのですが、事業所が57ヶ所もあるので、１人の利用者が何事業所も利用されています。担当者会議を開催すると、５つや６つの事業所間で情報交換をするので、学校が入って来られない状態です。福祉のサービス事業所だけで情報共有をしているのが現状としてあって、学校の先生など教育の関係者とも情報共有をしていきたいのですが、なかなかやっていくのも難しいというような現状があるということと、長谷川委員からの話の中で子どもについての部会はどこかに作ってあげたほうが良いのではないかと思っています。その理由としては、強度行動障がいになる人に自閉の人たちが多いのですが、成長の段階で不具合を起こして不適切な対応などが続いて行動障がいを起こしていく、という現状があるので、そういう人たちを子どものうちに正しい方向に導いてあげるということが必要になってくると思うので、放課後の事業所だけではないと思いますが、子どもをどうやって支えてあげるのか、というものを作ることが必要だと思います。

○松本委員　　ここ何年かで放課後等デイサービスの送迎バスが増えていて、交通整理等で混乱しています。私は以前富士市の特別支援学校にいたので、富士市と静岡市の違いを感じています。
学校は教育現場であって、サービスとは違うので立場をわきまえたうえで話し合いをしていくべきなのかなと思います。富士市はすごく進んでいて、市の障害福祉課の方が関係しているサービスの人などを集めてくださって、市役所で夜、会議をしていました。その度に担任だったり、関わっている教員がケース会議や支援会議をしていて、どういう支援をしていくかという場が持たれていたなという記憶をしています。

静岡市に戻ってきてからはあまり会議に参加することがなく、デイサービスが増えていて、これからどうしていくのかということが学校でも話題になっています。

あと、自立を阻むというわけではありませんが、ドアツードアなので、外との接触もないところが課題になっていて、学校で「自立、自立」と教えていながら、果たして何が自立なのかが課題になっていますので、そうしたところも話ができればなと思っています。教員は多忙と言われる中で、学年主任を（会議に）出すのは心苦しいですが、必要なことについては話し合いをしていきたいと考えていますのでよろしくお願いいたします。
○江原会長　　ありがとうございました。色々なご意見がありました。

長谷川委員や望月委員からは子ども支援部会の必要性について指摘されました。松本委員からも、教育現場から福祉との取り組みについてお話をいただきましたが、部会というよりは市の連携会議の場を活用して、まず事業所と事業所、学校と事業所との連携を深めていくことを進めていきながら、その中で出てきた課題、取り組みを（今後）部会で検討していくという形で対応していきたいと思うのですが、いかがでしょうか。

　　　　　　　それでは、この問題についても富士市（の事例）など、静岡市の職員の方も参考になさって取り組みを取り入れてほしいと思いますし、今後の自立支援協議会でも検討していただきたいです。特別支援連携会議に市が入ってどんなことができるのかということについてもご報告をお願いしたいと思います。
○江原会長　　最後の提案事項③佐野委員からの提案ですが、これは、専門部会の権利擁護・虐待防止部会の活動について報告があったと思います。このあとの提案事項でも差別解消支援地域協議会の設立に向けた取り組みなど、障害者差別に関する取り組みも今後予定されているようです。

これも私からの提案ですが、合理的配慮の取り組みについては権利擁護・虐待防止部会のなかで取り組んでいただくということでいかがでしょうか。

それでは、部会員の皆様は対応をよろしくお願いいたします。

（10）報告及び提案事項３ 地域生活支援拠点等について
〇江原会長　　次に、報告及び提案事項３　地域生活支援拠点等について事務局より説明をお願いいたします。

【地域生活支援拠点等について　障害者福祉課向島主任主事より説明】

○江原会長　　ありがとうございました。これについて、ご意見・ご質問はありますでしょうか。

　　　　　　　特にないようですね。これについては地域生活支援部会において協議をしていただくこととしたいと思いますが、先ほどの退院支援の部会との連携もありますが、部会員、事務局についてはご検討をお願いしたいと思いますがよろしいでしょうか。
（11）報告及び提案事項４ 障害者差別解消支援地域協議会の設置に向けて
〇江原会長　　最後に、報告及び提案事項４　障害者差別解消支援地域協議会の設置に向けてについて事務局より説明をお願いいたします。
【障害者差別解消支援地域協議会の設置に向けて　障害者福祉課大畑主任主事より説明】

○江原会長　　ありがとうございました。これについて、ご意見・ご質問はありますでしょうか。

○山本委員　　各県や市において、差別解消についての県条例や市条例を作ってそのなかで協議会を設置しているようです。静岡県も動き出していて、各県の団体と意見交換会を予定しているようですが、静岡市では条例の策定に向けての構想はあるでしょうか。

○障害者福祉課鈴木課長補佐兼係長

　　県が６月の県議会の中で「前向きに検討します」とおっしゃっていました。慎重な運びなるかもしれませんが、９月時点での条例化をお考えではないそうです。
　　　　　　　指定都市については６月の調査した段階ですと、制定済みはまだ３市であり、私どもの市も含めて「今後検討・調整」としているようで、（静岡市も）現在内容について考えております。今後政策法務部門と相談のうえ、年度内制定の方向になるかと考えております。
○江原会長　　ありがとうございました。条例の制定については今後検討ということで、今、提案のあった協議会の設置については権利擁護・虐待防止部会において検討していくこととし、素案は行政が作って部会で検討し、自立支援協議会、施策推進協議会に提案するということで進めたいと思いますがよろしいでしょうか。
　　　　　　　それでは質問を打ち切ります。

(12) 閉会
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